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１ 若手弁護士の民事法律扶助・国選弁護等契約率

１

⑴ 全契約弁護士の契約状況の概要
■ 国選弁護人契約弁護士数及び契約率（令和8年4月1日時点）

〇 国選弁護人契約率については、低下の傾向はみられるものの、契約弁護
士数は、3万2,000人を超えた状態で安定している。
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■ 民事法律扶助契約弁護士数及び契約率
（契約弁護士数は令和7年度末、全弁護士数は令和8年4月1日時点）
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〇 民事法律扶助契約率については、低下の傾向はみられるものの、契約弁
護士数は、２万4,000人を超えた状態で安定している。

（令和７年度版法テラス白書より）



１ 若手弁護士の民事法律扶助・国選弁護等契約率

２

⑵ 若手弁護士の国選弁護人・国選付添人契約の概況
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■ 国選弁護人契約者数及び契約率（令和８年７月１日時点・参考値）

■ 国選付添人契約者数及び契約率（令和８年７月１日時点・参考値）

○ 国選弁護人の契約率は、65期から73期までの弁護士はおおむね８割以
上で推移していたが、74期以降は６割台まで低下している。
なお、78期については、弁護士登録開始から間もない時点での調査に基

づく数値であるため、傾向分析の対象としては慎重に取り扱う必要がある。
○ 国選付添人の契約率については、一貫して減少傾向がみられる。

以下のグラフは、司法修習期が65期（平成24年一斉登録）から78期（令和8年一
斉登録）の弁護士について、国選弁護人・国選付添人の契約状況の推移を把握するた
め、弁護士の一斉登録番号から修習期を推定して算出した参考値であり、実際の修習期
別の人数・契約率とは一定の差異が生じ得るが、おおむねの傾向を把握するための参考と
してグラフ化したものである。

（法テラス調べ）

（法テラス調べ）



１ 若手弁護士の民事法律扶助・国選弁護等契約率

３

⑶ 若手弁護士の民事法律扶助契約の概況
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■ 民事法律扶助契約者数及び契約率（令和８年７月１日時点・参考値）

〇 民事法律扶助の契約率については一貫して低下傾向がみられる。
なお、77期については、司法試験に関する制度変更の影響により弁護士

登録者数が一時的に増加し、契約者数も微減したため、契約率が大きく落
ち込んでいる。

〇 また、78期については、弁護士登録開始から間もない時点の数値である
ほか、民事法律扶助の基本契約は実際に扶助事件を受任する際に締結する
場合もあることから、契約者数及び契約率は今後変動する可能性があり、
他の期との単純な比較には留意を要する。

〇 令和８年７月１日時点の全契約弁護士数は2万4421人、契約率は50.7％
であった。

以下のグラフは、司法修習期が65期（平成24年一斉登録）から78期（令和8
年一斉登録）の弁護士について、民事法律扶助の契約状況の推移を把握するた
め、弁護士の一斉登録番号から修習期を推定して算出した参考値であり、実際
の修習期別の人数・契約率とは一定の差異が生じ得るが、おおむねの傾向を把
握するための参考としてグラフ化したものである。

（法テラス調べ）



２ 事件処理件数から見た担い手の層

４

⑴ 年間事件処理数別国選弁護人数及び各件数帯の弁護人が処理した事
件数の全国選弁護事件に占める割合（令和7年度）
■ 被疑者弁護

■ 被告人弁護
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〇 被疑者国選・被告人国選ともに年間1件から10件の事件を処理して
いる層が一番多く、11件から20件の事件を処理している層が続いてい
る。これらの層の弁護士が国選弁護事件の多くを処理している。

（法テラス調べ）
（法テラス調べ）

（法テラス調べ）
（法テラス調べ）



２ 事件処理件数から見た担い手の層

⑵ 年間受任件数別民事法律扶助契約弁護士数（令和7年度）
※人口は令和7年国勢調査、弁護士数は2025年版弁護士白書による。

■ 全国の年間受任件数別契約弁護士数
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○ 全国の年間受任件数別の民事法律扶助契約弁護士数を見ると、年間1
件から4件を受任している弁護士が多くを占めている。

○ 一方、次ページの単位弁護士会ごとのグラフのとおり、各地の弁護士会の規
模別に見ると、その分布には違いがあり、函館・秋田等の小規模単位会では、
全国の分布とは異なる傾向が見られる。

○ このため、全国の分布から各地域の受任状況を把握・分析する際には、
東京・大阪等の契約弁護士数の多い大規模単位会の状況が全国値に大
きく反映されている可能性があることを踏まえる必要がある。

※ 年間受任件数が100件以上の弁護士には、弁護団事件の受任など、個
別の事情により受任件数が多くなっている者が含まれている。

５

（法テラス調べ）



２ 事件処理件数から見た担い手の層

■ 大規模・中規模・小規模各単位会における年間受任件数別契約弁護士数
※人口は令和7年国勢調査（函館は管轄地域内人口）、弁護士数は2025年版弁護士白書による。

〇大規模単位会

〇中規模単位会

〇小規模単位会

６

〇 単位弁護士会ごとに見ると、年間受任件数別の契約弁護士数の分布には違いが見
られ、大規模単位会では年間1件から4件の層が多い一方、小規模単位会では10件
から19件の層が多い例も見られる。

（法テラス調べ）

（法テラス調べ）

（法テラス調べ）

以下のグラフは、単位会の規模による受任状況の違いを把握するため、各地の弁護士会を所
属弁護士数に応じて大規模・中規模・小規模に区分し、規模ごとの年間受任件数別の契約弁
護士数の傾向を比較したものである。
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３ 民事法律扶助契約の継続・解約の理由等

７

⑵ 調査結果
ア 民事法律扶助契約を継続している理由（複数回答可）
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〇 民事法律扶助契約を継続している理由については「社会的意義」
との回答が一番多く、「収入確保」が続く結果となった。

日弁連「民事法律扶助契約に関するアンケート調査報告書（要約版）」より

⑴ 日本弁護士連合会による調査の概要
日本弁護士連合会において、全弁護士を対象として民事法律扶助契約

に関するアンケートを行っており、民事法律扶助の担い手確保に関する
議論に資するものであると思料されるので抜粋して記載する。なお、調
査に関する概要は下記のとおりである。

ア 調査対象
日本弁護士連合会の全会員（全弁護士）
（2022年３月末時点で42,897 人：回答者2,719人）

イ 調査手法
WEB回答フォーム入力方式

ウ 調査期間
2022年11月１日から2023年１月



３ 民事法律扶助契約の継続・解約の理由など

８

イ 民事法律扶助契約を解約した・契約しない理由
■ 過去に契約していた弁護士の解約した理由（複数回答）
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民事法律扶助契約を解約した理由については、「報酬が低い」との
回答が最も多い一方、「手続きが煩雑」との回答も多く、「法テラス
の対応に不満」などの回答も一定数見られた。

日弁連「民事法律扶助契約に関するアンケート調査報告書（要約版）」より

■ 民事法律扶助契約をしたことがない理由（複数回答）

民事法律扶助契約をしたことがない理由については、「報酬が低
い」との回答が最も多い一方、「手続きが煩雑」及び「他の業務で余
裕なし」もこれに近い回答となっており、「処理が困難な事件が多
い」など、様々な理由が挙げられている。

日弁連「民事法律扶助契約に関するアンケート調査報告書（要約版）」より
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３ 民事法律扶助契約の継続・解約の理由など

９

ウ 民事法律扶助を積極的に利用しない理由
■ 法律相談を積極的に実施しない（しなくなった）理由（複数回答)

民事法律扶助を利用した法律相談を積極的に実施しない（しなくなった）
理由については、「手続が煩雑である」との回答が最も多く、「報酬が低
い」との回答もこれに近く、「処理困難な事件が多い」などの回答も一定数
見られた。

日弁連「民事法律扶助契約に関するアンケート調査報告書（要約版）」より
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■ 代理援助事件を積極的に受任しない（しなくなった）理由（複数回答)

代理援助事件を積極的に受任しない（しなくなった）理由については、
「報酬が低い」との回答が最も多い一方、「手続が煩雑である」との回答も
多く見られ、「処理が困難な事件が多い」、「報酬体系が不明瞭」といった
回答も多く見られた。

日弁連「民事法律扶助契約に関するアンケート調査報告書（要約版）」より
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３ 民事法律扶助契約の継続・解約の理由など

10

■ 民事法律扶助を利用した法律相談は実施するが、代理援助は積極的に
受任しない理由（複数回答)

民事法律扶助を利用した法律相談は実施するが、代理援助は積極的
に受任しない理由については、「代理援助事件は報酬が低い」との回
答が最も多い一方、「代理援助は必要書類が多いなど手続が煩雑」と
の回答も多く見られた。

日弁連「民事法律扶助契約に関するアンケート調査報告書（要約版）」より
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〇 新規登録者及び再登録者が０人又は１人の単位会数（括弧内は０人の単
位会数）は、2010年は２か所（０か所）であったが、2023年には13か所
（７か所）、2024年は22か所（14か所）と増加傾向にある。

４ 近時の若手弁護士の就職状況等【第２回資料一部改変】

（弁護士白書2025年版より引用）

１ 各単位会への登録状況

11



（中央教育審議会大学分科会法科大学院等特別委員会（第121回）配布資料より引用）

４ 近時の若手弁護士の就職状況等【第２回資料一部改変】

○ 一斉登録から１年後の時点での司法修習期71期から77期までの各修習期
の登録者を示す表である（77期は1か月後の時点）。

○ 登録者数が０人又は１人の単位会数（括弧内は０人の単位会数）は、71
期は９か所（６か所）であったが、75期は14か所（８か所）、77期は17
か所（８か所）と増加傾向にある。 12



４ 近時の若手弁護士の就職状況等

13

２ 常勤弁護士の応募及び採用の状況

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

応募人数 69 146 147 204 216 197 215 161 97 85 56 59 60 60 50 39 55 57 35

内定人数 53 91 62 45 41 60 72 56 43 36 29 26 41 39 25 24 28 21 19

採用人数 40 50 52 34 35 45 45 34 28 21 18 14 23 21 17 16 17 8 10
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○ 常勤弁護士への応募人数は、平成22年から平成25年までは200人前後
で推移していたが、平成26年以降大きく減少し、近年はおおむね50人前後
又はそれを下回る水準となっている。令和７年の応募人数は35人となってい
る。

○ 応募人数の減少に伴い、採用人数も減少しており、近年では一桁又は10
人台となる年がみられる。

※ 内定人数と採用人数の差は、内定後に任官又は他の法律事務所への就職
が決まり、内定を辞退したことなどにより生じている。

（法テラス調べ）



４ 近時の若手弁護士の就職状況等

14

３ 大規模事務所（所属弁護士数上位10位までの事務所）に所属する弁護
士数の推移

■ 2010年以降の大規模事務所所属弁護士数の推移

2086 2157 2167 2226 2274 2370
2603

2764 2875

3054 3256
3468 3698

4006 4175

4221

0%
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7%
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10%

0
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1000

1500
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3000

3500

4000

4500

5000

上位10位までの大規模事務所所属弁護士数
上位10位までの大規模事務所所属弁護士の全弁護士中の割合

○ 所属弁護士数上位10位までの大規模事務所の所属弁護士数は、
2010年の2,086人から2025年には4,221人と増加しており、全弁護
士に占める割合も、2015年以降、一貫して上昇し、2025年には9パーセ
ント程度に及んでいる。

○ このように、近年、大規模事務所に所属する弁護士の人数及び全弁護
士に占める割合はいずれも増加している。

※ 上位10事務所を構成する事務所は、年によって変動している。

（弁護士白書2010年版から2025年版より引用）
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４ 企業内弁護士数の推移

○ 企業内弁護士数は、2001年の66人から2026年には3,756人となっており、
長期的に大きく増加している。

○ 前頁のとおり、大規模事務所に所属する弁護士数も増加しているが、これに加
えて企業内弁護士も大幅に増加している状況がみられる。

※ 2001年は9月、2002年及び2005年は5月、2003年及び2004年は3月時
点での数値となっている。2006年以降はすべて6月時点である。

（日本組織内弁護士協会HP掲載資料「企業内弁護士数の推移（2001年～2026年）」より）



１ 我が国の人口動態・社会構造の変化と背景
⑴ 人口減少、少子高齢化の進行

（地方創生2.0基本構想（令和７年６月13日閣議決定）より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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１ 我が国の人口動態・社会構造の変化と背景
⑵ 都市部への人口集中・人口の地方偏在

（総務省統計局：住民基本台帳人口移動報告2025年（令和7年）結果より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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２ 司法アクセスの現状及び担い手となる弁護士の登録状況等
⑴ 弁護士等の地域定着の状況

弁護士数

東京（三会合計）
50％

大阪
11％

その他
27％

愛知
5％

神奈川
4％

福岡
3％

参考：人口

東京 大阪 愛知 神奈川 福岡 その他

11％ 7％
6％

7％
4％

64％

○ 都道府県毎の弁護士数を見ると、東京（三会合計）に全弁護士の50％が登
録するなど、上位５都府県に全弁護士の73％が集中している。（なお、同じ
5都府県の人口は合計36％にとどまる。）

上位
5都府県

人口1万人当たり
弁護士数

東京 16.30人

大阪 5.75人

京都 3.56人

福岡 2.89人

愛知 2.88人

全国 3.74人

① 弁護士数（上位５都府県の占める割合）

② 人口１万人当たりの弁護士数（上位５都府県及び下位５県）

下位
5県

人口1万人当たり
弁護士数

秋田 0.88人

青森 0.94人

岩手 0.96人

山形 0.99人

茨城 1.08人

全国 3.74人

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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（弁護士白書2025年版より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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人口1万人当たり
司法書士数

北海道ブロック 1.39人
東北ブロック 1.35人
関東ブロック 1.88人
中部ブロック 1.65人
近畿ブロック 2.33人
中国ブロック 1.87人
四国ブロック 1.82人
九州ブロック 1.75人

全国 1.85人

司法書士数

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

⑵ 地域における司法書士等の活動状況

42％

3％ 5％

10％

20％

6％
3％ 11％

（司法書士白書2025年版より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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（司法書士白書2025年版より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】

21



（法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）

⑶ 自治体内弁護士の活動状況
○ 地方公共団体における法曹有資格者の常勤職員の人数等

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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⑶ 自治体内弁護士の活動状況

（法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】
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⑶ 自治体内弁護士の活動状況

（法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）

参考資料 担い手の確保に関連する社会情勢等【第２回資料再掲】

24
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